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１．経営の見通しについて

恵那市水道事業、恵那市下水道事業について、地方
公営企業が安定的に事業を継続していくための、中長
期的な基本計画である「経営戦略」を策定しました。

平成２８年度から１０年間の料金収入や建設改良事
業、資金収支などの見通しについて、説明していきま
す。
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２．水道事業の経営について

水道事業と簡易水道事業は、平成２９年度から経営統合します

（１）市の人口と水道料金の見通し
平成３７年度までで「約８４００万円／年」の減収を見込んでい

ます。
（単位：人） （単位：百万円）

1,191百万円

1,107百万円
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（２）建設改良事業の見通し
老朽管更新事業、中央監視設備更新工事、浄水場改修工

事など、現有水道施設の更新事業を実施

平成２９年度～平成３７年度 ２，２４９百万円投資

（３）企業債残高の見通し
企業債の借り入れを極力抑え、金利負担を軽減

平成２８年度末残高 平成３７年度末残高

６，６０６百万円 ２，９７３百万円

（４）当年度純利益、繰越利益剰余金の見通し
・平成２９年度、平成３０年度の当年度純利益は赤字を見込ん

でいますが、平成３１年度以降は黒字を見込んでいます。

・繰越利益剰余金等は、平成２７年度末７０７百万円あり、平成
２９年度、平成３０年度に赤字を計上しても計画期間中黒字の見
通しです。
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経営シミュレーション
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平成２８年度末残高 平成３７年度末残高

現金預金残高 ２，３９６百万円 ３，５４４百万円

水道施設の更新財源となる現金預金は、約１１億円の増加を
見込んでいます。収支についても黒字を見込めることから、計
画期間中は水道料金を改定せず、経営できる見通しです。

収支見通しの結果
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３．下水道事業経営について（４事業）

（１）人口と下水道料金の見通し
平成３７年度までで約６，６００万円／年減収を見込んでいま

す。

７２７百万円

６６１百万円
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（２）建設改良事業の見通し
ストックマネジメント計画、地震対策計画を策定し、下水道施

設（処理場、管渠など）の改築更新・耐震化を実施

平成29年度～平成37年度 ３，１８２百万円投資

（３）地方債残高の見通し
企業債の借り入れを極力抑え、金利負担を軽減

平成２８年度末残高 平成３７年度末残高

８，１６６百万円 ４，７６１百万円

（４）実質収支と繰入金の見通し
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投資・財政計画（収支計画） Ｈ２８～Ｈ３７

※金額については、下水道事業の４事業（公共・特環・農集・個別） を合算
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平成２８年度 平成３７年度

繰入金 ７７５百万円 ７１９百万円

収支については、財源不足を一般会計
からの繰入金に頼っている状況です。平
成２８年度と比較して、平成３７年度には
約５，６００万円／年の減少を見込んでい
ます。

計画期間中は下水道料金を改定せず、
経営できる見通しですが、使用料だけで
は維持管理費等を賄いきれない状況が
続いており、今後、使用料の適正化を検
討する必要があります。

収支見通しの結果

現行使用料
（一般家庭用）

20m3/月

多治見市 ２，７００円
土岐市 ３，２４０円
瑞浪市 ３，４５６円
中津川市 ３，６７２円
恵那市 ３，７２６円

東濃５市の下水道使用料の状況
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（５）地方公営企業法の適用について
平成３２年度より「地方公営企業法を適用（法適化）」する予定

で、現在準備を進めています。

「単式簿記」から「複式簿記」に経理が変更になることから、平
成３１年度中に投資・財政計画（収支計画）を見直します。

「法適化（公営企業会計）」になることで
・資産と負債が明確になります。

・損益取引と資本取引が区分されることで、欠損金の有無が明
確になります。

・減価償却費の計上により、施設の計画的な維持更新ができま
す。
・将来の経営状況がより、透明化されます。
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